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退職手当の水準引き下げに関わり北海道市町村職員退職手当組合と再度の交渉－1/10
１　道本部は2013年１月10日午後３時よりに、北海道市町村職員退職手当組合（以下、道退手組合）との再度の交渉実施し、前回（12月21日）交渉以降の検討状況について質した。交渉の冒頭に前回交渉以降に集約された署名1,655筆を提出し、全体で30,487筆もの署名を集約したことを指摘し、明確な回答を求めた。
２　交渉の内容は以下のとおり

冒頭、道退手組合は、前回以降の検討結果として、経過措置については、国と同様の「平成26年7月までとしたい」とし、11年未満勤続の公務外死亡退職の支給率の改正について、文書の発出や事務担当者会議などで周知徹底をはかるという回答のみを示した。これに対し、道本部は「再検討を求めた事項に対して全く答えていない」と指摘し、個別課題の追及を行った。

（１）退職手当見直しのルール化について

①　道本部は「民間は企業年金と退職一時金、公務は共済年金職域部分と退職手当の合計額で比較したが、それ以外にも雇用保険など民間には適用があって公務にはない制度も比較対象として全体を議論すべき」と指摘し、今回の見直しにおいて十分な官民の均衡を図るという作業が十分でない点について、道退手組合の見解を質した。
②　これに対し道退手組合は「雇用保険などの要素を組み入れるべきとの意見には、同意する所もあるが、法の改正趣旨や総務省からの要請を基本に従来の国公準拠という基本原則を尊重しながら条例改正を行う」と回答した。また、比較対象企業規模については「従来の規模を踏まえて行った今回の調査方法は妥当」としたものの、「企業規模について官民較差を際立たせる又は圧縮する目的で、政治的判断を加えて、企業規模をその調査の都度変えるということには反対である」との見解を示した。
③　こうした回答を得たことから、道本部は「退職手当の見直しが５～６年ごとに行われるなら、少なくともその期間の民間企業のデータを捕まえて、最終的に公務との均衡を図るように調査方法を見直すなどの取り組みが必要」と指摘し、退手組合の全国協議会の場などでも、比較方法などの課題・問題点を提起すべきと追求した。その結果、道退手組合は「全国９ブロックの代表で組織する幹事会においては、すでに問題意識を共有している。全体会議においても意見を述べることができるか検討したい」と回答したため、今後の見直しに際して、あらゆる機会を通じて意見反映を行うことを申し入れた。
（２）退職手当の支給水準について

①　退職手当の支給水準について、まず、道本部は大幅な引き下げとなる職員の実態に対する認識について質したところ、道退手組合は「400万円近く減少となることで、退職後の生活設計に大きな影響を与えることは間違いない」と示したものの、「退職手当制度は、国及び他の公共団体の水準に合わせることとしており、官民較差があることは、調査結果により明確であり是正することは止むを得ないと考え、同様の措置をとる」と回答した。これに対し、道本部は「人勧にはない給与の独自削減や職員数の大幅な削減を強いてきている実態を踏まえ、国と同様に制度改正すべきではないと主張し道退手組合の見解を質した。しかし、道退手組合は「退職手当の支給水準は国の制度に準ずる」との回答を繰り返し交渉は平行線となった。
②　ここで道本部は「独自削減によりすでに退職手当の引き下げ以上に人件費の拠出を行っている自治体のみの、支給額引き下げの緩和をせよ」と追及したが、道退手組合は「個々の自治体の事情を全て組合条例に反映させることは不可能」と回答したため、道本部は「職員の実態に対する認識は有りながらも、国家公務員の制度に固執する姿勢は認めることができない。最終回答まで誠意を持って検討せよ」と強く申し入れた。
（３）見直しに際しての逓減措置について

①　逓減措置の取り方について、道本部は「国の方法は地方公務員の退職の実態と全く考慮していない逓減措置である。人事政策の違いなどの実態を考慮するならば、そのことを制度において反映させるべきだ」と指摘し、道退手組合の見解を求めた。これに対し、道退手組合は「国との人事行政の違いは、国に準じた場合、どの程度混乱するものか、悩んでいるところ」と回答し、年度途中での引下げにより、前倒しで年度中途の退職者が増加するか推計することが困難と答えた。
②　これに対し道本部は、退手組合加入自治体から、今回の見直しに関して、どのような意見が出されてきているのか質したところ、退手組合は「最も多いのは、引下げの施行が何時から行われるかというもの。また、消防組合からは、引下げ前に年度中途で職員が退職した場合、欠員の補充が困難であり、業務に支障が出てくるという意見もあった」と回答した。道本部は消防職場に限らず、全ての職場で同様な実態にさらされるし、年度途中の欠員は専門職以外の補充は極めて困難だと指摘した。また、「人事権は自治体にあるので私たちは関係ありませんでは納得がいかない。ただでさえも今の公務員バッシングによって自治体への就職希望者が減って、採用枠がうまらない実態にもなっている。行政サービスの低下をもたらす要因となる不合理な仕組みは導入すべきではない」と指摘し、道退手組合に提案内容の再検討を求めたところ、「市町村の行政運営に支障が出る結果になることが予想される条例改正はできるだけ避け、今回の国に準じた改正、特に逓減期間の部分が行政サービスの低下、混乱を来たすことが明確であれば、その仕組みは再考の余地があると考える」と回答した。
③　こうした回答に対し、道本部は「今回の退職手当の見直しが、そもそも論の段階で職員へ受け入れられていないこと、逓減措置に至っては欠員の発生や行政サービスの低下以前に、職員の判断として定年まで勤務する意欲を失わせてしまうような乱暴な逓減措置となっており、制度を施行してやはりやめてしまう職員が多かったでは済まされない問題だ」とさらに追及を強めた結果、道退手組合は「ただいまのご指摘も踏まえて、逓減期間の部分が行政サービスの低下や混乱をきたすことがないかどうか、あらためて調査等行い、次回の交渉においてお答えしたい」と回答した。これに対し、道本部は「最終回答まで時間が無いが、私たちの要求をしっかりと受け止めた判断を行え」と強く申し入れた。
３　以上が道退手組合との交渉の概要だが、退手組合加入自治体単組においてはこれらの内容を全組合員に周知するとともに、すでに提起している各首長から道退手組合への意見提出行動に全力を上げること。
交渉においては、支給水準問題については、残念ながら主張は平行線となっているために厳しい状況となっているものの、逓減期間については、道退手組合は「行政サービスの低下や混乱を来すことがないかどうか、改めて調査等行い判断したい」と回答していることから、各首長からの意見提出は極めて重要な意味を持つものとなっている。従って、全単組においては、提案内容では年度途中の退職者が多く発生し、業務執行に影響を及ぼし、行政サービスの低下につながる危惧について、しっかりと首長を通じて訴えていく必要があるので、意見提出の対応に全力を上げること。
　　次回は１月17日（木）とし、事実上の最終交渉となる予定である。残された時間は短いが、道本部は全力を上げて前進回答を引き出すべく対応して行くので、各地方本部や道退手組合加入単組の取り組みの徹底を強く要請する。
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